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1 . はじめに 
2004年 4 月に国立大学法人法が施行され, 私立学


















次の 2 節では, 戦後の高等教育体制の特徴を明
らかにし, 少子化の進行がそれらをどう変貌させ, 
需要超過から需給逼迫の時代へと大きな構造変化












ったかを論じる｡  5 節では, 経営の透明化・明確
化とガバナンスの強化を目的として私学法が改正
され, 理事制度, 監事制度, 評議員会制度, 財務
情報公開, 解任規定の法定化などの諸点で, どの
ような改革が可能となったかを検討する｡  6 節で
は, 学校や教育の目的, その公共的性質, 外部効
果などについて, 法律的な規定を踏まえたうえで, 
経済理論的に分析し, その意義を理論的に明らか
にする｡  7 節では, 学校および学校法人の所有権
や経営権について, 法律的な規定を踏まえつつ, 
経済・経営理論的に分析し, 経営形態の分類を行




＊本稿の作成過程で, 経営史の宇田川勝教授, 経営管理論の稲垣保弘教授, 経済法の岸井大太郎教授から有益な
コメントを頂いたことに, 謝意を表したい｡ ただしあり得べき誤りは全て筆者の責任に帰すものである｡ 
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2  私学法改正と大学の経営・ガバナンス (上) 
また商法改正や会社法施行により, 経営企画立案
と業務執行との分離が法的にも担保され, 経営や












































経営志林 第46巻 1 号 2009年 4 月  3 
の経常費助成を通じて大学経営を財政的に補助し, 
｢一行たりとも潰さない｣ という金融行政と類似し






















度に39％ (大学26.4％, 短大12.4％) に戻り, 2007






































































3 . 行財政改革・構造改革と大学改革 





れた｡ 旧基準では ｢大学は, この章で定める基準
に従って授業科目を開設する｣ (第18条), ｢大学で
開設すべき授業科目は, その内容により, 一般教
育科目, 外国語科目, 保健体育科目, 及び専門科





準では, ｢大学は, 当該大学, 学部及び学科又は課
程等の教育上の目的を達成するために必要な授業
科目を開設し, 体系的に教育課程を編成するもの




ければならない｣ (第19条) と改正し, 一般教育と
専門教育の区分, および一般教育内の科目区分 














































に対して, 国立大学が 4 割ほどの授業料収入を除




合を私立大学並みに 1 割程度に抑制すれば, すべ
ての国立大学は経営破綻を余儀なくされる危険性
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経営志林 第46巻 1 号 2009年 4 月  5 
がある｡ そこで1990年代後半からは国立大学の 








いかなかった｡ 2001年 6 月には ｢大学の構造改革




2003年 7 月には国立大学法人法が成立し, 翌2004
年 4 月から同法が実施されて, とうとう国立大学
に独立行政法人化のメスが入れられ, 新制大学移
行後初めての大きな組織改革を迫られることにな





















4 . 国立大学法人化の改革 



















学法人法第 2 条)｡ 学長を中心とした全学的な運
営体制を整備するべきであるという大学審議会の
答申 (21世紀の大学像と改革方向について, 1998
年10月) を受け, 法人の長を学長とすること (同
法第10条), および学長は国立大学法人を代表し, 



















議会を置き (同法第21条), 議長には学長を充てる｡ 
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しているのではなく, 約 4 割は教職員の提供する
教育サービスへの代価である授業料収入で賄って
いる｡ 学校は授業料徴収権を持つ (学校教育法第 





























































経営志林 第46巻 1 号 2009年 4 月  7 
こうした規制緩和, 自立化・独立化の一方で, 
1991年からは大学の自己点検・評価制度が義務づ













指す規制緩和・自立化の方向で, 2004年 4 月から国
立大学の独立行政法人化改革が断行され, 国立大
学に ｢経営｣ という考え方を初めて導入すること












































(第36条) と理事会の設置を法定し, ｢理事会は, 
学校法人の業務を決し, 理事の職務の執行を監督







いては, ｢理事長は, 学校法人を代表し, その業務








ときはその職務を行う｣ (第37条 2 項) と理事の職
務を明確に規定した｡ また理事の定数, 任期, 選
任および解任の方法並びに理事会に関する規定を
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査役と同様に, 業務監査と財産監査 (会計監査) 








た｡ そこで今次改正では, ｢監事は, 評議員会の


































｢予算, 借入金, 重要な資産の処分に関する事項, 





































































学校法人の目的は ｢私立学校の設置｣ であり 
(私立学校法第 3 条), 国立大学法人の目的は ｢国
立大学を設置すること｣ (国立大学法人法第 2 条) 
である｡ 学校の目的は ｢広く知識を授け, 深く専
門の学芸を教授研究し, 知的, 道徳的及び応用的
























は, 公共的な性質をもつ｡ 国語や算数など ｢読み






10  私学法改正と大学の経営・ガバナンス (上) 





条, 性別, 社会的身分, 経済的地位又は門地によ






本法第 6 条)｡ この公共的性質は, 教育や学校に固
有に備わっているものであり, 学校の設置形態が
国立, 公立, 私立であるとには関係ない11)｡ 
経済理論的にいうと, 私的財と対比される公共財は, 
第 1 の条件として消費の非排除性 (non-exclusiveness 
of consumption) あるいは共同消費 (joint consumption) 
とか等量消費と呼ばれる性質をもち, 第 2 の条件と
して供給の排除不能性 (non-eliminability of supply) 












































4 割で国庫助成が約 6 割であるが, 私立の学校法
人では授業料等の自己収入が約 9 割で国庫助成が













生経済学の第 1 基本定理として証明されている｡ 
このとき,  2 つの私的財について, 
個人Ａの限界代替率＝個人Ｂの限界代替率 






























 1)  私学をめぐる社会・経済等の状況の変化について
は, 片山 (2006) を参照｡ 
 2)  教育の ｢護送船団方式｣ については, 金子 (2001) 
を参照｡ 
 3)  18歳人口が急激に減少する局面で, これだけ多く
の大学が増設されたことに対して, 清成 (2008) は
疑問を提示し, 大学は構造不況業種になったとの認
識を示している｡ 
 4)  清成 (2008) は ｢定員割れの状況などから破綻す
る大学が出てきてもおかしくない｣ と指摘してい
る｡ 
 5)  大綱化を共通 (教養) 教育の立場から分析・評価し
た論考に, 林正人 (2003) がある｡ 
 6)  山本 (2008) は, 04～06年度の大学の財務状況を調
査した結果, 大半の大学が外部資金を思うように獲
得できず, 外部資金を増やした大学は人件費を増や
し, そうでない大学は人件費を削るという ｢ 2 極化｣ 
が見られるという｡ 







 8)  平成16年 7 月23日付で文部科学事務次官名で出さ
れた ｢私立学校法の一部を改正する法律等の施行に
ついて (通知)｣ 
 9)  私学法改正を経営組織の改善という側面から検討
したものに, 藤田 (2006) がある｡ 
10)  松本 (2006) は, 情報の開示という観点から私学
経営の社会的責任を指摘している｡ 
11)  清成 (2006a) は, 学校の公共的性質は, 学校の設
置形態には関係ないことを強調しており, 以下の判
決を引用して例証している｡ ｢現行教育法規をみる
と, 国立大学, 私立大学を問わず学校教育法, 教育
基本法の適用を受け, 両者は同一の目的をもつ教育
機関であり, 両者の本質的差異は認められない｣ (金
沢地裁判決, 1971年 3 月10日) 
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